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１、 はじめに ＜質量保存式＞ 
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                 （1）  都市への人口や産業の集中、いわゆる「都市化」は

社会としての利便性、効率性の向上に有効であるが、

一方で過度の都市化は様々な弊害をもたらす。その一

つがヒートアイランド現象の激化である。日本におい

ても近年東京を始め各都市でヒートアイランド化が進

行しており、これによりすでに都市部の住民に熱中症

が増えるなど健康に影響が及ぶに至っているほか、大

気汚染悪化や都市型集中豪雨増加をももたらしている

とも言われており早急な対策が必要とされている。ヒ

ートアイランド現象は、夏期には冷房需要の増大を招

きそれがさらなるヒートアイランド化を促進するとい

う悪循環を形成する一方、冬期には逆に暖房需要削減

に一役買っている可能性もあるため、都市省エネルギ

ーの観点からはヒートアイランド現象改善策について

夏期のみならず通年での評価をしなければならないと

考える。 

 
＜運動方程式＞ 
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1 （3）  本稿では、ヒートアイランド緩和策として建物屋上

に日射高反射熱高放射塗料を塗布する方策に着目した。

首都圏の建物屋上に上記塗料を塗装したと仮定した場

合の気温低減効果を、首都圏を対象とした 3次元ヒー
トアイランドシミュレーションモデルにより夏期、冬

期のそれぞれについて評価した。また住宅およびオフ

ィス用動的熱負荷モデル［
6］により、同塗料を塗布し

たと仮定した場合の冷暖房負荷に与える影響について

の通年評価を行った。モデルに入力する物性値のうち、

塗料の反射率、放射率は測定実験により求め、また地

表面の利用区分別反射率、放射率については衛星デー

タを用いた分析により決定した。 
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２、 3次元熱環境シミュレーションモデル 
  
2．1 熱環境シミュレーションモデルの構成 ＜エネルギー方程式＞ 
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構築したモデルは都市部を中心とした局地的な気象

現象をシミュレートするものであり、 
① 風速場及び大気中での熱・水蒸気の 3次元
移流拡散サブモデル 

② 地表面及び海表面での熱収支サブモデル 
③ 地中及び海中での熱伝達サブモデル  

の 3つのサブモデルから構成される。 
＜水蒸気輸送方程式＞  
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2．2 3次元移流拡散モデル 
ｉ）基礎方程式 
 3次元熱移流拡散モデルは以下の式（1）～（6）の
基礎方程式から構成される。 
 
  
  

 



x：東西方向      u：x方向流速  
y：南北方向     v：y方向流速 

 

z：鉛直方向     w：z方向流速 
t：時間       θ：温位=T（P0/P）R/CP 
T：気温       P：気圧 
P0：基準気圧    R：大気の気体定数 
CP：大気の比熱   q：水蒸気量 
ρ：大気密度     Θ：平均温位 
g：重力定数       f：コリオリパラメータ 
QA：単位体積あたりの生成熱 

図-１ 地表面熱収支模式図 KHm：水平乱流粘性係数 
 KVm：鉛直乱流粘性係数 
 式（１５）の右辺の各項は以下のようにして求める。 KHh：熱・水蒸気の水平乱流拡散係数 

KVh：熱・水蒸気の鉛直乱流拡散係数 ｉ）R：太陽からの正味入射量 
 

         （15） ↑−↓+= LLS RRRRｉｉ）境界条件 
 境界条件は以下のように設定した。 RS ：太陽からの短波入射量 

RL↓：大気からの長波入射量 ・地表面境界（z=0［m］）      
RL↑：地表面からの長波放射量 

 風速  ：u=v=w=0                （7）  
気温  ：地表面熱収支式にて算出 

・RS：太陽からの短波入射量 
     水蒸気量：地表面温度時における飽和水蒸気量 

 ( ) ZRAR m
S cos1 0α−=        （16） ×地表面蒸発効率 

γδφδφ coscoscossinsincos +=Z (17)  
・上部境界（z=2000［m］） α：地表面短波反射率                     A：大気透過率 
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     （8） 
m：天長距離                               R0：太陽定数 
Z：太陽天長角                               φ：緯度 
δ：太陽赤緯                                  γ：時角 

気温  ： 0=
∂
∂

z
T
          （9）  

・大気からの長波入射量 

水蒸気量： 0=
∂
∂
z
q
          （10） 

大気からの長波放射は地上から大気上層までの

各部分の寄与の総和であるが、上方の影響は指数

関数的に弱くなる。このため平均気温の黒体放射

と全有効水蒸気量を用いて近似的に求めている。 
 
・側面境界 ( ) 440062.073.0 ZL TR σχχ ++↓=    （18） （z=0及び 80［km］、y=0及び 60［km］） 

ωχ 10log=         （19） 
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σ：ステファンボルツマン定数 

    0=
∂
∂

=
∂
∂

=
∂
∂

y
w

y
v

y
u

       （12） 
TZ：下層大気の平均気温 

ω：全有効水蒸気量 
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       （13） 
・地表面からの長波放射量 

              （20） 
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       （14） 
                 ε：地表面射出率 

 

ｉｉ）H：大気への顕熱フラックス 
 

 
z
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−= ρ           （21） 
2．3 地表面・海表面熱収支サブモデル 

地表面での熱収支はその直上の大気状態に影響を

与える。本シミュレーションモデルでは以下に示す地

表面熱収支サブモデルにより地表面温度を求め、その

値を 3次元移流拡散サブモデルの下部境界条件として

与えている。地表面における熱の流入・流出を模式的

に表すと図-1のようになり、ここで地表面において

は熱のバランスが取れていると仮定すると、地表面熱

収支式（15）が成り立つ。
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     （15） 

 ρ：大気密度   CP：大気比熱 
KVh：熱の乱流拡散係数 

 

ｉｉｉ）lE：大気への潜熱フラックス 

z
qLKlE Vq ∂
∂

−= βρ         （22） 

L：気化熱量    β：蒸発効率 

KVq（=KVh）：水蒸気乱流拡散係数 

 

ｉｖ）地中への熱伝導フラックス 
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Ct：地表面熱容量           TG：地表面温度 
R：太陽からの正味入射量          A：人工廃熱 
H：顕熱フラックス                   lE：潜熱フラックス 

KS：土壌の熱伝導率 TS：土壌温度 G：地中への熱伝導フラックス 
  

 



2．4 地中・海中熱伝導サブモデル 
 土壌内での熱拡散は鉛直方向の熱伝導が卓越してい

るため、本モデルでは地中内熱伝導については鉛直方

向のみを考慮した。海中においては海流による熱拡散

が存在するが、計算コストの関係から海中においても

地中と同じモデルを用いた。 
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ρS：土壌密度      CS：土壌熱容量 

ｋS：熱伝導率 

 

３、 首都圏を対象とした熱環境シミュレーション 

上記モデルにより、首都圏を想定した熱環境シミュ

レーションを行った。 

 

3．1 計算対象領域 

 本稿では図-2 に示す、東京を中心とした東西 80km、

南北 60km、鉛直方向 2kmの領域（メッシュ数 40×30

×10）を想定計算対象領域としてシミュレーションを

行なった。 

 
図-2 計算対象領域（水平方向） 

 
3．2 計算条件 
ｉ）初期条件 
 夏期および冬期について評価を行なうにあたり、夏

期としては 8月上旬、冬期としては 1月上旬を想定し
た。両期とも、ヒートアイランド現象が顕在化しやす

い条件（風が弱く、日中、夜間ともに晴天）が成り立

っているとした。 
 

表－１ 初期条件 

 

 夏期（8 月上旬

を想定） 

冬期（1 月上旬

を想定） 

ｘ方向風速 0.0[m/s] 0.0[m/s] 

ｙ方向風速 0.0[m/s] 0.0[m/s] 

ｚ方向風速 0.0[m/s] 0.0[m/s] 

大気温度 27.5[℃] 6.5[℃] 

土壌表面温度 27.5[℃] 6.5[℃] 

海中表面温度 27.5[℃] 6.5[℃] 

水蒸気量 0.0173[kg/m3] 0.0173[kg/m3] 

大気圧力 1013.25[Pa] 1013.25[Pa] 

参照緯度 35.0[°] 35.0[°] 

参照経度 139.0[°] 139.0[°] 

 
 
ｉｉ） 地表面物性値 
 メッシュごとの地表面物性値は、土地利用区分別に

表１のように設定した値を現実の首都圏の土地利用割

合データに従って式（25）のように加重平均すること
で決定した。 
ΣＣｉｊＲｊｋ＝ＣＭｉｋ       （25） 

Ｃｉｊ：土地利用区分ごとの地表面物性値 
Ｒｊｋ：メッシュごとの土地利用割合 
ＣＭｉｋ：メッシュごとの地表面物性値 

 
表-2 土地利用区分ごとの地表面物性値 

 

土壌熱

伝導率 土壌熱容量 

地表面熱

容量 

蒸発

効率 

粗度

長 

  [W/ｍ・K] [ｋJ/ｍ２・K] [J/ｍ２・K]  [m] 

田 1.0878 1940 83680 0.10 0.01

畑 1.0878 1940 83680 0.05 0.05

果樹園 1.0878 1940 83680 0.05 0.05

果樹園 2 1.0878 1940 83680 0.05 0.05

緑地 1.0878 1940 209200 0.10 0.40

裸地 1.0878 1940 83680 0.05 0.05

建物 21757 1940 418400 0.02 0.40

幹線 21757 1940 418400 0.00 0.40

その他 1.0878 1940 418400 0.02 0.40

内水地 1.0878 4184 41840 0.50 0.01

海浜 1.0878 4184 41840 0.50 0.01

 
なお本研究で特に注目する反射率、放射率については、

特に大気温に与える影響が大きいことから以下のよう

に、より詳細な検討を行なったうえで決定した。 
 
＜土地利用区分ごとの反射率・放射率値の決定＞ 

ASTERによるデータ（人工衛星 TERRに搭載され
た地球観測センサーによるデータ。東京大学工学系研

究科六川研究室より提供頂いた。解像度：可視域

15m、熱赤域 90m、以下「衛星データ」と呼ぶ。）及
びデジタル地図ソフト（「でんぱつ地図ソフト」）を

用いて分析を行い、土地利用区分ごとの反射率、放射

率値を決定した。今回は東京都文京区付近の 2．7ｋ
ｍ四方（90m四方メッシュ 30×30個）の地域を対象
として分析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             比較 
             分析 
 
 
 
 

 

 
衛星データ 

土地利用割合 

データ構築 

土地利用区分ごとの反射率、放射率値決定

 

図-3：土地利用区分別反射率、放射率値決定
 

 

実測値との比較に

よる補正
補正された衛星

データ 
分析対象領域設定
・地図ソフト 
・製図ソフト
 

フロー 



反射率値の決定 表-4：土地利用区分別反射率値 
①まず衛星データ反射率（90ｍ四方単位）の絶対値の
補正を行った。「補正のための測定地点」を決め、

地表面反射率を長短波放射計にて実測し、同一地点

の衛星データ値と比較した。補正のための地点とし

ては少なくとも 90ｍ四方にわたって一様な場所で
ある必要がある。今回は測定地点を 東京大学御殿

下運動場とした。 

  建物 

道路 

その他 河川 緑地 裸地 

反射率 0.39 0.32 0.10 0.33 0.28

 
 
放射率値 

計測機器‥長短波放射計 ①反射率の場合と同様、東京大学御殿下運動場の放射

率値を実測し、衛星データの補正を行った。実測に

際しての測定条件は反射率の場合と同様である。 

計測日時‥2001年 11月 
計測条件‥昼夜ともに晴天の日について終日測定 
反射率実測値は 0.29であった。  
  表-5放射率値比較 

表-3 反射率値比較 
  反射率値 

実測データ 0.29 

衛星データ 0.34 

 
放射率値 

実測データ 0.97

衛星データ 0.93

 
 
 
 

  
衛星データの方が 0.05大きく出ているため、衛    衛星データの方が 0.04低く出ているため、衛星デ

ータに一律 0.04を加えることで補正を行った。 星データ反射率値から一律に 0.05減ずることで  
補正を行なった。 ②反射率の場合と同様にして土地利用区分ごとの放射

率値を決定した。結果は表-6のとおりである。 ②デジタル地図ソフトおよび製図ソフト Auto 
CADmap2000iを用い、衛星データと等しくなるよ
うに地図に 90m四方のメッシュを 30×30個かけ、
メッシュ内の「建物」面積、「河川」面積、「緑

地」面積、「裸地」面積、「道路、その他」面積を

書き出し、領域内のメッシュごと土地利用割合デー

タを構築した。 

 
表-6 土地利用区分ごと放射率値 

  

  建物 

道路 

その他 河川 緑地 裸地 

放射率 0.96 0.91 0.93 0.95 0.92

  
 ｉｉｉ）人工廃熱 
 

 メッシュ毎廃熱データを、家庭、業務、産業、運輸

の 4部門について、それぞれ部門毎時間負荷曲線を作
成し、モデルに組み込んだ。メッシュ毎廃熱データは

夏期のものであるため、世帯別月毎熱電力負荷割合よ

り 1月、8月の廃熱量を推計したうえで比較し、家庭
部門においては一律に夏期の 2．59倍、業務部門にお
いては同様に 1．76倍したものが冬期の廃熱量である
とし、冬期のシミュレーションの際に用いた。産業、

運輸の両部門は夏期、冬期とも廃熱量に違いはないと

した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4－メッシュをかけたデジタル地図 

   
③緑地率が 100％であるメッシュの衛星データ値を平
均し、その値を「緑地」区分の反射率値とした。

「河川」については河川が 100％を占めるメッシュ
がないため、上記緑地の反射率値を所与として、以

下のようにして決定した。 

3．3 実測データとの比較 
 以上のように設定した条件のもとで熱環境シミュレ

ーションを行った。1月と 8月の大気温日変化につい
て、シミュレーション結果と気象庁の実測データ（気

象庁年報）のうち 1月および 8月の快晴日平均値とを
比較したところ図-5、6のようになった。 

 
ＲｅＲ＝{ＲeＭ－（ＲaＧ×ＲeＧ）}／ＲaＲ（26） 

 ReR：河川反射率 
y = 0.9179x + 0.9019

R2 = 0.9566
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ReM：メッシュ反射率 
RaG：メッシュ内緑地割合 
ReG：緑地反射率 
RaR：河川割合 

 
④同様に順次、「建物」「裸地」「道路その他」の反

射率値を決定していった。決定した結果は以下のと

おりである。 
 
 

図-5：実測値との比較（夏期）  
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図-6：実測値との比較（冬期） 

 
計算値の方が全体的に気温が高くでているが、おおむ

ね良好な相関関係にあると言える。 
 
４、ヒートアイランド緩和策の評価 
 ヒートアイランド現象への対策としてはいろいろな

ものが考えられているが、特に建物の日射高反射化策

は建物蓄熱量の削減とそれに伴う冷房負荷の削減をも

たらしヒートアイランド緩和に効果的である［
4］［5］

ことから、本稿では日射高反射熱高放射塗料を建物屋

上に塗布する策を取り上げ、ヒートアイランド緩和効

果について評価を行なった。 
 
4．1 塗料の反射率・放射率測定実験 
 高反射高放射塗料塗布策を評価するには塗料の反射

率、放射率を知る必要がある。本稿では市販されてい

る高反射高放射塗料を板に塗布し、長短波放射計によ

り実測することで反射率、放射率値を得た。 
・ 計測機器：長短波放射計 
・ 計測日時：平成 13年 5月～8月 
・ 計測場所：東京大学（東京都文京区本郷）工学部    

高反射高放射塗料を塗布することにより夏期冬期と

もに日中の気温低減が見込まれることが定量的に示さ

れた。夏期で最大 2．5℃、冬期では最大で 0．9℃気
温が下がることにより、夏期には冷房負荷削減および

電力ピークカット効果が見込まれる一方、逆に冬期に

は暖房負荷増大を招く可能性があることが示された。 
4号館屋上 

・ 計測対象：①ベニヤ板に高反射高放射塗料を塗布 
したもの 

       ②屋上床面そのもの 
計測結果は図-7のようになった。 

図-7：高反射高
 
得られた測定値

射率としてヒー

には以下の値を
 
   表-7：高
 
 
 
 
 
５、ヒートアイ

以上の実験結

高反射高放射塗

レーションをおこなった。ヒートアイランド強度がも

っとも強いと言われている東京都大手町付近の気温変

化を見ると図-8、9のようになった。 
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図-8：東京大手町付近の気温変化（夏期） 
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図-9：東京大手町付近の気温変化（冬期） 
 

 
６、住宅およびオフィス動的熱負荷シミュレー

ション 
住宅及びオフィスの多数室熱負荷モデルを用い、高反

射高放射塗料を屋根（屋上面）に塗装したと仮定した

場合の年間冷暖房負荷に与える影響を評価する。  
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6．1 多数室熱負荷モデル 

［6］

反射

放射

 

屋上床面
放射塗料および

より、高反射高

トアイランドシ
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果をふまえ、対
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 先に応答係数法を用いた単室熱負荷モデル を開

発したが、個別空調建築物の熱負荷計算をおこなえる

よう、文献［7］を参考に、このモデルを、差分法を
用いて多数室の熱負荷が計算できるように変更した。

以下の住宅及びオフィスの熱負荷計算においては、こ

の多数室熱負荷モデルを用いる。 
 
6．2 住宅多数室熱負荷モデル 
 住宅の建物概要は標準住宅問題［

8］に準拠して設計

した。 
・ 述べ床面積‥120m2程度 
・ 階数   ‥2階 

0.85

0.91
夫婦＋子供 2人の 4人家族が住むことを想定している。 
 
6．3 気象データ 
 気象データとして、拡張アメダス気象データ［

10］

のうち、東京の標準年データを用いた。 
 



 6．4 冷暖房負荷計算 
７、おわりに  上記モデルにより、①無対策ケース ②屋根面のみ

に高反射高放射塗料を塗装したケース についてシミ

ュレーションを行ったところ、年間での冷暖房負荷は

図-9のようになった。冷房負荷が削減される一方で
暖房負荷が増大してしまうため、通年で見た場合、塗

料を塗布することにより 0.3％増加してしまうことが
わかった。 

 本稿では 3次元ヒートアイランドシミュレーション
モデルを用い、高反射高放射塗料塗布によるヒートア

イランド緩和策についての評価を行った。ヒートアイ

ランド現象は地表面状態に大きく依存するため、モデ

ル構築の際には地表面物性値として設定する値を慎重

に検討しなければならないが、本稿ではこの地表面物

性値のうち特に大気温に大きく影響を与える反射率、

放射率値について、高解像度の衛星データ、およびデ

ジタル地図データを用いることにより詳細に検討した。 
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 ヒートアイランド現象は特に夏期において問題視さ

れることが多いが、都市省エネルギーの観点からは、

冬期の暖房需要増の可能性にも注意を払う必要がある。

本稿ではヒートアイランド緩和策として高反射高放射

塗料塗布策を取り上げ、シミュレーションにより夏期

冬期ともにヒートアイランド緩和がはかれることを定

量的に示した。また住宅およびオフィス多数室熱負荷

モデルを用いて、個別建物の冷暖房負荷に与える影響

をみた。その結果、高反射高放射塗料はオフィスビル

のような内部発熱量の多い建物に対しては冷暖房負荷

削減がはかれることが示された。  
図 10：家庭部門冷暖房負荷 

 
 6．5 オフィス多数室熱負荷モデル 

また、オフィス用標準問題［9］に即してオフィスモデ

ルを設計し、熱負荷計算を行った。 
８、参考文献 
［１］ 中沢潔「高反射・高放射塗料によるヒートア

イランド緩和策・省エネルギー方策に関する

研究」東京大学大学院新領域創成科学研究科

修士論文（2000） 

・所在地  ‥東京都区内 
・主用途  ‥事務所 
・階数   ‥地下 1階、地上 8階、塔屋 1階 
・述べ床面積‥7583．44ｍ２（含 駐車場） ［２］ 水鳥雅文、田村英寿、丸山康樹、角湯正剛

「名古屋市とその周辺地域における熱環境シ

ミュレーション」環境システム論文集 Vol．
22（1994） 

・構造  ‥RC造 
なお使用する気象データは住宅の場合と同様、拡張ア

メダス気象データのうち、東京の標準年データを用い

た。 ［３］ s.v.Patanker原著、水谷幸夫、香月正司共訳
「コンピューターによる熱移動と流れの数値

解析」森北出版（1985） 
 
6．6 冷暖房負荷計算 
 上記モデルによって、住宅の場合と同様、①無対策

ケース ②屋上面のみに高反射高放射塗料を塗布した

ケース についてシミュレーションを行ったところ、

年間での冷暖房負荷は図-11のようになった。オフィ
スは内部発熱量が多いため冷房負荷削減量の方が暖房

負荷の増大量より大きくなり、塗料を塗装すると通年

でみて５％ほど削減されることがわかった。 

［４］ 古川道信「関東圏における熱環境シミュレー

ションモデルを用いたヒートアイランド現象

の分析とその緩和策の研究」東京大学工学系

研究科修士論文（1998） 
［５］ 「ヒートアイランド現象の実態解析と対策の

あり方について」環境省ヒートアイランド実

態解析調査検討委員会報告（2001） 
 ［６］ 井原智彦、石谷久、松橋隆治、吉田好邦、六

川修一、近藤美則、樋口修二「オフィスビル

実測値を用いた動的熱負荷モデルによる CO
２排出削減策の評価」エネルギー資源 Vol．
22-3（2001） 

0

500

1000

1500

2000

2500

無対策ケース 塗装ケース

冷
暖
房
負
荷
（
Ｇ
Ｊ
）

冬期

中間期

夏期

 

［７］ 石田健一、宇田川光弘「換気および壁面相互

輻射を考慮した多数室室温・熱負荷計算法」 
日本建築学会計画系論文報告集 381．P46-55
（1987） 

［８］ 宇田川光弘「標準住宅問題の提案（住宅用標

準問題）」日本建築学会環境工学委員会熱分

科会第 15回熱シンポジウム（1985） 
［９］ 滝沢博「標準問題の提案（オフィス用標準問

題）」日本建築学会環境工学委員会熱分科会

第 15回熱シンポジウム 図-11：オフィスビルの年間冷暖房負荷量計算結果 
 

［１０］「拡張アメダス気象データ初版」日本建築学

会編、丸善（2000） 
 
 

 


